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日本が長期の人口減少局面に突入したことで，一定の商圏人口が必要とされている施設が撤退し，今後，

高次都市機能へのアクセスが難しくなる恐れがある．そこで本研究では，人口減少下の中核市と周辺市町

村の低次拠点を対象とし，拠点の類型化を踏まえて施設の立地状況の傾向を把握した．分析の結果，現状

では施設を有していても，将来的に単体での施設確保が困難な拠点が増えることが明らかとなった．拠点

間連携による施設補完を行うことで，施設の確保が可能な拠点が存在するなど，拠点間連携の重要性をデ

ータとして示すことができた．一方で，拠点間連携をしても施設確保が困難な拠点では，施設集約や連携

先の拠点の強化などの対策，もしくは拠点階層や拠点設定そのものを見直すことが考えられる． 
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1．はじめに 

 

日本では長期の人口減少局面に突入し，国立社会保障・

人口問題研究所によると，今後人口は 1 億人を下回り，

2053 年には約 9,924 万人になると推計されている 1)．人

口減少の進行について，農林水産省 2)は都市圏ごとに推

計を出しており，地方圏における将来人口は，三大都市

圏と比べていち早く減少することが予想されている．多

くの地方都市では住宅や店舗等の郊外立地が進んでおり，

中心市街地における衰退が顕著となっている．このよう

な状況下で都市を持続可能なものにしていくために，コ

ンパクト＋ネットワーク型都市構造が目指されている．

そこで，都市機能が集積する拠点を維持していくことが

求められており，都市サービスを提供する施設（以下，

施設）や住居等の誘導を通じて，都市構造のコンパクト

化を推し進める立地適正化計画（以下，立適）を策定す

る自治体が増えている． 

また，人口の減少によって，一定の商圏人口が必要と

されている大型商業施設や病院などの高次の都市機能

（以下，高次都市機能）の成立が困難となり，施設が撤

退する恐れがある 3)．この現象が多くの拠点で起こると，

利用者が容易に高次都市機能にアクセスすることが難し

くなり，その都市機能の空白地帯になる可能性がある．

そのため，都市機能を他の拠点や周辺自治体と連携しな

がら，利用者を確保する必要がある．例えば兵庫県姫路

市を中心とした中播磨圏域では「中播磨圏域の立地適正

化の方針 4)」が作成されており，高次都市機能の自治体

間による連携および広域的な都市機能の整備，役割分担

を明確に示している．高次都市機能の維持に向け，周辺

自治体と連携して将来の都市構造を計画しているところ

がみられるが，三大都市圏以外の人口 30 万人以上の都

市圏は，2050 年には 61 から 43 にまで激減することが見

込まれている 3)．そのため，都市圏の人口の維持や，一

定の時間内に移動できる後背圏の拡大などがますます重

要となってくる．しかし後背圏の拡大によって，施設が

集積する拠点の拠点間競争を引き起こす可能性も示唆さ

れている 5)ことから，各地域にある都市機能をどのよう

に維持していくかが課題となっている．特に同一都市圏

内で相対的に低次の拠点（以下，低次拠点）では，拠点

の規模的に高次都市機能を限定的にしか有していない場
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合が考えられる．しかし拠点規模が小さいために，拠点

単体で施設を充足することが難しい可能性もある．その

ため，周辺自治体も含めた他拠点と連携することで，都

市機能を確保していくことが重要になると考えられるこ

とから，低次拠点間での施設の補完も求められる．そこ

で本研究では，周辺自治体を含めた広域での拠点計画を

考える際の参考情報を得るために，拠点の現状から類型

化を行い，施設立地の傾向や，拠点間連携による高次都

市機能の補完性を明らかにする．  

 

 

2．研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究のレビュー 

拠点計画に関する研究として，石原ら 6)は立適におけ

る地域拠点の位置づけ方針と，都市構造の特徴を明らか

にしている．一方で，計画と実態での差異を指摘してい

る研究も多く，甘粕ら 7)は，立適における都誘区域と都

市計画マスタープラン（以下，都市マス）上の拠点を比

較し，半数近くの自治体は拠点指定されていない場所に，

都誘区域を設定していることを明らかにした．下山ら 8)

は各拠点の位置や階層が計画と実態間で整合しているか

検討し，大きく拠点階層が乖離している拠点が存在して

いることを示している．また，肥後ら 9)は，都市マスに

おける拠点設定状況は，都市によってその設定数に大き

な差があることを示し，過大な設定はコンパクト化とは

逆の拡散化計画になりかねないと指摘している．このよ

うに，立適や都市マスなど，コンパクトな都市構造を目

指して策定されている計画に対する評価を行っている研

究は数多く行われている． 

施設の立地について分析した研究もみられ，岡野ら 10)

は，人口減少都市における中心的な拠点において，大半

の業種で集約の程度が低下していることが明らかとなっ

た．人口と施設の立地傾向に着目した研究もあり，「国土

のグランドデザイン 2050」の参考資料 11)には，施設が立

地する確率が 50％および 80％となる自治体の人口規模

を示している．また，田村・田中 12)は 1km メッシュ内人

口密度の観点から各施設の立地との関連分析を行い，立

地傾向を把握している．さらに森本ら 13)は，拠点内や後

背圏の人口が増加している方が，人口減少しているより

も施設の維持・増加傾向にあることを明らかにしている．

これらから，人口と都市機能の立地に関係性があること

が示唆される．そして，都市機能の維持には他の拠点と

連携して，相互に補完しあう必要性も指摘されている．

その中で片山 14)は，都市機能の連携・分担に着目して取

り組みの状況について分析し，他都市に依存する形で機

能を分担する方針を示している市町は少ないことを明ら

かにしている．また，小澤ら 15)は都市マスの読み解きを

通じて，多核連携型コンパクトシティの核間を，公共交

通で結ぶ都市構造が目指すべき型として定着しているこ

とを示している．さらに広域での都市機能補完の可能性

を考慮し，市町村内および市町村間の拠点間を対象とし

たものもある．森本ら 16)は栃木県を対象に拠点間におけ

る都市機能の補完について分析しており，拠点間移動で

ある程度の施設数が見込める一方，公共交通の運行頻度

が十分とは言えず，コンパクト＋ネットワークの基幹的

な構造が確立されていない状況であることを示している．

広域で都市機能を連携しあう必要性があることが示唆さ

れている中で，複数の市町村にまたがって現状を分析し

ている既存研究は数少ない．また，立適の策定が進んで

いることなど，コンパクトシティを推進していく観点か

らも，拠点を維持していくことが望まれている．しかし，

拠点における施設と人口に関係があることが既存研究 17)

で示唆されていることから，今後，さらなる人口減少に

よって施設の撤退が相次ぎ，拠点の存続が懸念されるこ

とも考えられる．そこで，あらかじめ将来の施設の立地

状況を考慮した拠点設定を行うことが望ましいが，どの

ような拠点で都市機能が保持されるのかを，将来の存在

可能性を加味して検討している研究は見られない． 

 

(2) 研究の特長 

本研究は以下の特長を有する． 

1) 拠点間での施設補完を考えるにあたり，現状での低

次拠点における高次都市機能の立地傾向の把握と，

将来の施設の立地状況も考慮している点において，

既存の研究にはみられないため新規性を有する． 

2) 既存研究でも都市機能の立地を諦めるということ

に抵抗感があると指摘されている中で，拠点間での

都市機能の補完可能性を考える参考情報を提示す

ることができ，広域連携を考慮した拠点設定や拠点

計画への一助となる有用性が考えられる． 

 

 

3．分析概要・使用データ 

 

(1) 分析対象地域 

すでに人口減少が進行している都市も存在しているこ

とから，都市機能を維持していくために，拠点間での都

市機能の補完を検討する必要性が高まっている．その中

でも中核市は，高次都市機能が立地するのに十分な人口

（人口要件が 20 万人以上）を有し，広域的に影響力があ

ると考えられることから，本研究では人口減少中の中核

市とその周辺市町村を選定する．なお，我が国の人口の

ピークである 2008 年より後の 2010 年から 2020 年の 10

年間での人口減少を考慮した．また，周辺市町村につい

ては日常的に人の移動が行われている範囲として，パー
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ソントリップ調査が実施された都市圏を分析対象とする．

以上の市町村を対象地域とするため，周辺市町村の中心

的な役割を担っていないと考えられる中核市は分析の対

象外とした．以上から本研究では，21 都市圏，中核市 21

市を含む計 150 市町村を対象とした（表-1）． 

 

 

(2) 対象拠点の設定 

既存研究 9)を参考に，各市町村が作成している都市マ

ス本文の記載と将来都市構造図，それらで確認できない

場合は立適から対象の拠点と中心地を定めた．これによ

り対象150市町村のうち118市町村から拠点を抽出した．

また，拠点の範囲については既存研究 17)を参考に，拠点

の中心地から，徒歩で移動が容易な半径 800m 圏内とし

た．拠点後背圏についても既存研究 17)に倣い，自動車で

容易に移動ができる範囲と考えられる半径 6.0[km]圏内

とする．これは 2015 年度全国道路・街路交通情勢調査 18)

を参考に，対象市町村が含まれる道県の昼間 12 時間平

均旅行速度の平均値35.8[km/h]に10分をかけて算出した

値である． 

そして本研究では，高次拠点および低次拠点の二つの

拠点階層に分類し，低次拠点を主な分析対象とする．圏

域の中心となる中核市における，都市マス上の中心拠点

を圏域の「高次拠点」，中核市の地域拠点と周辺市町村の

中心拠点を「低次拠点」とする．つまり，一つの都市圏

にある高次拠点は原則一つ（函館都市圏においては二つ）

とし，それ以外を低次拠点として扱う．これにより分析

対象は，高次拠点は 22 拠点，低次拠点は 224 拠点の計

246 拠点となった． 

 

(3) 対象施設の選定 

本研究では高次都市機能を扱うことから，「立地適正化

計画作成の手引き」19)の中心拠点のイメージとして挙げ

られた施設や先行研究 20)を参考に，対象の施設を選定し

た（表-2）．各対象施設の位置情報は，国土数値情報 22)や

インターネット電話帳 23)，協会の資料 24),25)，各都道府県

HP を使用した．このうち，施設の緯度経度情報を含まな

いデータについては，ジオコーディングサービス 26),27)を

用いて取得した． 

 

(4) 拠点の特徴を表す変数の設定 

拠点の特徴を表す説明変数について既存研究 13)を参考

に，拠点内，他拠点との位置関係，拠点後背圏に着目し

て設定した（表-3）．なお，拠点内人口や拠点内従業者数，

拠点後背圏人口については，国勢調査の小地域（町丁目）

人口を，拠点の範囲および拠点後背圏の範囲で面積按分

して求めた．地価は拠点内の地価の平均値を算出したも

のを用い，拠点内に地価点がない場合は，拠点中心地か

ら最近接の地価点の値を採用した．なお，高次拠点アク

セス性ダミーは， 自動車で 30 分以内に高次拠点に到達

できる場合を 0，できない場合を 1 とするダミー変数で

ある．30 分という目安は，地方中核都市における通勤，

通学，買い物を目的とした 1 回の移動にかかる平日の平

均移動時間が 30 分未満であること 28)から，移動が容易

にできる時間として用いている． 

 

(5) 立地確率を用いて検討する施設の立地可能性 

拠点として機能し続けるためには，今後も拠点内に施

設が立地し続けることが求められるが，長期的な人口減

少が進むことで，施設が撤退するおそれがある．立適は，

概ね 20 年後の都市の姿を展望して作成しているものの，

その間に施設の撤退が相次ぎ，そもそも拠点での維持が

困難になる可能性がある．そこで，先行研究 20)の拠点内

に施設が立地する人口密度を適用し，2020 年から 20 年

都市圏名 中核市名 都市圏名 中核市名 都市圏名 中核市名

函館 函館市 いわき いわき市 宍道湖中海 松江市
旭川 旭川市 富⼭・⾼岡 富⼭市 備後・笠岡 福⼭市
⻘森 ⻘森市 福井 福井市 ⾼松 ⾼松市
盛岡 盛岡市 甲府 甲府市 松⼭ 松⼭市
秋⽥ 秋⽥市 ⻑野 ⻑野市 ⾼知 ⾼知市
福島 福島市 松本 松本市 ⻑崎 ⻑崎市

郡⼭ 郡⼭市 播磨 姫路市 ⿅児島 ⿅児島市

 

表-1 対象の都市圏と中心となる中核市 

データ取得先 データ年 備考
介護福祉機能 地域包括⽀援センター 国⼟数値情報 2021年 福祉施設「地域包括⽀援センター」
⼦育て機能 ⼦育て⽀援拠点 各都道府県HP 2022年10⽉

百貨店 ⽇本百貨店協会 2022年10⽉ 百貨店店舗所在地
ショッピングセンター ⽇本ショッピングセンター協会 2020年末時点 全国都道府県別SC⼀覧
銀⾏
信⽤⾦庫

医療機能 病院 国⼟数値情報 2020年 医療機関「病院」
⽂化ホール 全国公⽴⽂化施設検索 2022年10⽉
図書館 国⼟数値情報 2013年 ⽂化施設「図書館」

教育・⽂化機能

対象施設

2022年10⽉iタウンページ

商業機能

⾦融機能

 

表-2 分析の対象施設とデータの取得先 
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後の 2040 年でも，施設が立地され得るのかを把握する．

2040 年の拠点内人口は，国土数値情報 22)の「500m メッ

シュ別将来推計人口データ（2018 年国政局推計）」を拠

点の範囲で面積按分を行うことで求めた．2040 年でも各

対象施設が立地しているかの判断は，本研究での拠点の

範囲が半径 800m 圏内（面積が約 2.0km2）で定まってい

ることから，先行研究 20)の累積比率による立地確率が

50%にあたる人口密度に着目して，これを満たしている

かで検討した．なお，先行研究 20)には「子育て支援拠点」

としての立地確率が50%にあたる人口密度が検討されて

いないため，子育て支援拠点が立地され得るのかの判断

に，児童館の値を用いた．これは，子育て機能の施設が

1 つでも存在され得るとよいとして，それらの施設の中

で立地確率50%を満たすための人口密度が一番低い値の

ためである． 

 

 

4．各拠点の特徴の把握 

 

(1) 拠点の類型化に向けた主成分分析結果 

本章では，拠点がどのような特徴を有しているのかを

把握するため，表-3で示した説明変数を用いて，拠点の

特徴による類型化を行う．拠点の特徴を表す複数の変数

を集約するために主成分分析を行い，結果を表-4に示す．

その結果，固有値が 1.000 以上となった主成分軸を 8 つ

得ることができ，累積寄与率は 81.904％となった．得ら

れた主成分軸について，以下の通り名称を設定した．  

1) 拠点内人口および後背圏人口が多く，地価も高いこ

とから，「1．多人口・高地価軸」とする． 

2) 最近接拠点や高次拠点までの距離の値が大きいこ

とから，「2．拠点遠隔軸」とする． 

3) 2010 年の地価が比較的小さく，地価増減値および

地価増減率が大きいことから，「3．近年地価増加軸」

とする． 

4) 鉄道駅ダミー，拠点内駅数+乗入路線数および拠点

内乗降客数が大きいことから，「4．鉄道充実軸」と

する． 

5) 拠点内人口増減数，増減率が大きいことから「5．拠

点内人口増加軸」とする． 

6) 拠点の後背圏人口増減数，増減率が大きいことから

「6．後背圏人口増加軸」とする． 

7) 市町村役場は大きく，従業者数は小さくなっている

ことから，「7．行政・少従業者数軸」とする． 

8) 拠点内バス停数および最近接拠点間距離の値が大

きくなっていることから，「8．バス充実・拠点孤立

軸」とする． 

 

(2) クラスター分析による拠点の類型化 

4.(1) の主成分分析の結果より得た主成分得点を用い

て，クラスター分析を行った．クラスター分析によって

 

表-3 設定した説明変数とデータの取得先 

データ取得先 データ年 備考
拠点内⼈⼝(2010年) 2010年
拠点内⼈⼝(2020年) 2020年
拠点内⼈⼝増減数(2010年→2020年)
拠点内⼈⼝増減率(2010年→2020年)
鉄道駅ダミー 2021年
拠点内駅数＋乗⼊路線数 2021年
拠点内乗降客数（合計） 2020年 駅別乗降客数
拠点内バス停数 2010年 バス停留所

2014年 市区町村役場
e-Stat 2016年 経済センサス-活動調査

地価(2010年） 2010年
地価(2020年） 2020年
地価増減値(2010年→2020年)
地価増減数(2010年→2020年)

後背圏⼈⼝(2010年) 2010年
後背圏⼈⼝(2020年) 2020年
後背圏⼈⼝増減数(2010年→2020年)
後背圏⼈⼝増減率(2010年→2020年)

国勢調査「⼩地域（町丁⽬）⼈⼝」

鉄道

国勢調査「⼩地域（町丁⽬）⼈⼝」e-Stat

e-Stat

国⼟数値情報
2010年・2020年

地価公⽰

後
背
圏

⼈
⼝

2010年・2020年

2010年・2020年

国⼟数値情報
拠
点
内

地
価

説明変数

⼈
⼝

公
共
交
通
市町村役場
拠点内従業者数(2016年)

他
拠
点

最近接拠点間距離[m]
⾼次拠点までの距離[m]
⾼次拠点アクセス性ダミー
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拠点の特徴ごとに類型化した結果を表-5に示す．そして，

各類型の名称を以下の通りに設定した． 

1) 「8．バス充実・拠点孤立軸」が正に大きいことから，

「A．バス充実孤立型拠点」とする． 

2) 「2．拠点遠隔軸」の値が正に大きく，「5．拠点内

人口増加軸」が負に大きいことから，「B．郊外拠

点」とする． 

3) 「3．近年地価増加軸」，「6．後背圏人口増加軸」

が正に大きく，「5．拠点内人口増加軸」が負に大き

いため，「C．近年成長型拠点」とする． 

4) 「5．拠点内人口増加軸」が正に大きいため，「D．

居住促進型拠点」とする． 

5) 「1．多人口・高地価軸」が正に大きく，「4．鉄道

充実軸」，「5．拠点内人口増加軸」，「6．後背圏

人口増加軸」が負に大きいため，「E．人口減少顕

著型拠点」とする． 

6) 「1．多人口・高地価軸」，「6．後背圏人口増加軸」

が正に大きく，「7．行政・少従業者数軸」や「8．

バス充実・拠点孤立軸」が負に大きいため，「F．高

次拠点近接拠点」とする． 

7) 「1．多人口・高地価軸」や「2．拠点遠隔軸」，「6．

後背圏人口増加軸」など負に大きい主成分得点が多

く，正に大きい主成分得点がないため，「G．小規

模拠点」とする． 

8) 「6．後背圏人口増加軸」および「7．行政・少従業

者数軸」が正に大きく，「2．拠点遠隔軸」が負に大

1.多⼈⼝・
⾼地価軸

2.拠点
遠隔軸

3.近年地価
増加軸

4.鉄道
充実軸

5.拠点内
⼈⼝増加軸

6.後背圏
⼈⼝増加軸

7.⾏政・少
従業者数軸

8.バス充実・
拠点孤⽴軸

拠点内⼈⼝(2010年) 0.875 -0.186 0.164 0.073 -0.094 0.016 -0.100 0.188
拠点内⼈⼝(2020年) 0.874 -0.192 0.175 0.098 0.043 0.037 -0.093 0.169
拠点内⼈⼝増減数(2010年→2020年) -0.100 -0.021 0.057 0.155 0.908 0.140 0.060 -0.143
拠点内⼈⼝増減率(2010年→2020年) 0.168 -0.151 0.039 0.063 0.885 0.172 -0.037 0.039
鉄道駅ダミー -0.010 0.056 0.020 0.841 0.066 0.258 0.018 0.012
拠点内駅数＋乗⼊路線数 0.247 0.012 -0.036 0.856 0.037 -0.027 -0.048 0.074
拠点内乗降客数（合計） 0.389 0.092 0.141 0.598 0.275 -0.189 0.115 -0.031
拠点内バス停数 0.229 0.120 0.027 0.044 -0.094 -0.123 0.006 0.851

-0.314 -0.019 -0.018 0.205 -0.142 0.088 0.760 0.196
-0.203 -0.182 0.115 0.197 -0.204 -0.071 -0.670 0.250

地価(2010年） 0.779 -0.021 -0.422 0.206 0.081 -0.020 0.167 0.029
地価(2020年） 0.856 -0.053 0.035 0.227 0.140 -0.030 0.147 0.016
地価増減値(2010年→2020年) 0.119 -0.063 0.947 0.031 0.115 -0.018 -0.050 -0.028
地価増減数(2010年→2020年) 0.119 0.002 0.926 0.033 -0.009 0.052 -0.033 0.067

-0.212 0.649 0.023 0.081 0.086 0.026 -0.068 0.352
-0.250 0.816 -0.007 0.038 -0.039 0.038 0.199 -0.011
-0.119 0.822 -0.037 0.025 -0.201 -0.078 -0.031 -0.056

後背圏⼈⼝(2010年) 0.752 -0.476 0.186 0.006 -0.020 0.058 -0.226 -0.066
後背圏⼈⼝(2020年) 0.750 -0.473 0.188 0.012 -0.011 0.103 -0.222 -0.076
後背圏⼈⼝増減数(2010年→2020年) -0.149 0.146 0.010 0.106 0.169 0.856 0.114 -0.178
後背圏⼈⼝増減率(2010年→2020年) 0.378 -0.309 0.049 0.034 0.233 0.740 0.021 0.054

4.756 2.493 2.106 2.041 1.942 1.488 1.278 1.095
22.649 11.871 10.029 9.717 9.246 7.088 6.088 5.215
22.649 34.521 44.549 54.267 63.512 70.600 76.688 81.904

固有値
寄与率

累積寄与率
（注1）因⼦抽出法: 主成分分析 / 回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法
（注2）絶対値0.500以上を太字で⽰した．

後
背
圏

⼈
⼝

拠点内従業者数(2016年)

地
価

他
拠
点

最近接拠点間距離[m]
⾼次拠点までの距離[m]
⾼次拠点アクセス性ダミー

説明変数

拠
点
内

⼈
⼝

公
共
交
通
市町村役場

⻘：低 ⾚：⾼

 

表-4 拠点特徴における主成分分析結果 

 

表-5 拠点類型ごとの主成分得点 

         主成分得点平均
拠点類型

1.多⼈⼝・
⾼地価軸

2.拠点
遠隔軸

3.近年地価
増加軸

4.鉄道
充実軸

5.拠点内
⼈⼝増加軸

6.後背圏
⼈⼝増加軸

7.⾏政・少
従業者数軸

8.バス充実・
拠点孤⽴軸

対象
拠点数

A. バス充実孤⽴型拠点 -0.226 0.167 -0.322 0.192 -0.093 0.455 -0.009 1.744 25
B. 郊外拠点 -0.505 1.037 -0.119 0.264 -0.709 -0.335 0.043 -0.565 43
C. 近年成⻑型拠点 0.208 0.008 2.537 0.075 -0.548 0.728 0.161 0.320 15
D. 居住促進型拠点 -0.253 -0.085 0.103 0.360 1.670 0.102 -0.101 0.301 25
E. ⼈⼝減少顕著型拠点 0.850 -0.127 -0.030 -1.231 -0.523 -0.833 -0.278 0.318 26
F. ⾼次拠点近接拠点 0.968 -0.134 -0.410 0.082 0.114 0.603 -0.732 -0.745 25
G. ⼩規模拠点 -0.691 -0.728 -0.288 0.173 0.006 -0.587 -0.488 -0.313 27
H. 拠点近接型⾏政拠点 -0.154 -0.596 -0.317 -0.201 0.165 0.553 0.934 -0.359 36
I. ⼈⼝・鉄道集中拠点 4.245 0.511 1.383 3.130 1.979 -3.965 1.774 0.033 2
（注）絶対値0.500以上を太字で⽰した． ⻘：低 ⾚：⾼
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きいことから，「H．拠点近接型行政拠点」とする． 

9) 「1．多人口・高地価軸」や「4．鉄道充実軸」など

多くの変数が正に大きく，「6．後背圏人口増加軸」

が負に大きいことから，「I．人口・鉄道集中拠点」

とする． 

 

(3) 拠点類型ごとの特徴の把握 

4.(2)のクラスター分析によって，拠点を 9 つの類型に

分けることができた．そこで，得られた類型ごとの特徴

を把握するために，各説明変数の平均値から偏差値を求

めたものを表-6 に示す．なお，「最近接拠点間距離」およ

び「高次拠点までの距離」については，距離が小さくな

るほど偏差値が大きくなるよう，偏差値の正負を入れ替

えて算出している． 

この結果から，「B．郊外拠点」は拠点内人口や後背圏

人口，さらにそれらの増減率が比較的低いことから，人

口減少が著しい拠点であると言える．さらに，高次拠点

までの距離も遠く，高次拠点へのアクセス性もよくない

拠点が多い傾向にある．「D．居住促進型拠点」は，拠点

内人口の増加と後背圏人口の減少が進んでいる拠点であ

り，公共交通も比較的充実している拠点である．「E．人

口減少顕著型拠点」は，拠点内人口や拠点後背圏人口が

多い一方，各人口が減少傾向にある拠点である．鉄道駅

はほとんどの拠点で存在していないが，高次拠点までの

距離が小さい拠点が多くなっている．「G．小規模拠点」

は他拠点および高次拠点への距離は近い傾向にあるが，

ほとんどの変数で偏差値が 50 を下回っている．「H．拠

点近接型行政拠点」は，どの拠点にも市町村役場が存在

しており，人口の減少は他の類型と比べると緩やかな傾

向にある．最後に「I．人口・鉄道集中拠点」は，拠点内

人口が多く増加傾向で，公共交通が非常に充実しており，

他拠点とも比較的近い拠点である． 

このことから，「D．居住促進型拠点」や「I．人口・鉄

道集中拠点」のように，後背圏人口が減少し，拠点内人

口が増加傾向にあるような拠点は，拠点内へ人口を誘導

できている拠点という見方ができる．一方で「B．郊外拠

点」や「G．小規模拠点」のように，拠点内や後背圏の人

口が比較的小さく，その減少率が大きい傾向から拠点へ

の人口の集積ができていないと考えられ，このような拠

点では，今後の維持を考える上で人口集積の課題が見え

る結果となった． 

 

 

5．施設立地の特徴 

 

(1) 拠点類型別にみる施設が立地している割合 

ここでは4.(2)で得られた拠点の類型ごとに，どのよう

な施設が立地している傾向にあるのかを，施設が現時点

で立地しているかどうかを確認することで把握する．拠

点類型ごとに少なくとも一つ以上施設が立地している拠

点数を，類型に属している拠点総数で割ったものを立地

割合と定義し，2020 年現在の結果を表-7 に，2040 年推

計での結果を表-8に示す．ただし「地域包括支援センタ

ー」については，「甲府都市圏」および「播磨都市圏」に

は 1 つも存在していないため，2020 年現在の結果のみ，

割合の算出から除外している． 

この結果，2020 年現在ではどの類型でも銀行の立地割

合は 60%を超えているが，2040 年になると，低次拠点で

は「E．人口減少顕著型拠点」と「F．高次拠点近接拠点」，

「I．人口・鉄道集中拠点」の 3 類型でしか，立地確率 50%

A. バス充実
孤⽴型拠点 B. 郊外拠点 C. 近年成⻑

型拠点
D. 居住促進

型拠点
E. ⼈⼝減少
顕著型拠点

F. ⾼次拠点
近接拠点

G. ⼩規模
拠点

H. 拠点近接
型⾏政拠点

I. ⼈⼝・鉄
道集中拠点

拠点内⼈⼝（2010年） 50.3 43.5 55.2 48.4 59.0 56.2 45.1 47.3 84.9
拠点内⼈⼝（2020年） 50.0 42.7 54.7 50.8 57.6 56.5 45.1 47.7 87.9
拠点内⼈⼝増減数（2010年→2020年） 47.8 45.8 45.8 65.7 39.8 51.2 50.0 53.0 66.4
拠点内⼈⼝増減率（2010年→2020年） 49.0 40.8 49.1 65.6 46.0 53.2 49.4 51.9 58.9
鉄道駅ダミー 54.0 52.5 51.8 55.7 38.1 50.7 47.3 49.2 57.4
拠点内駅数＋乗⼊路線数 50.7 49.4 51.4 52.7 42.2 54.3 51.0 47.7 86.4
拠点内乗降客数（合計） 50.3 48.9 50.4 54.5 44.7 52.0 47.9 47.9 119.7
拠点内バス停数 65.1 47.4 53.7 50.9 54.3 45.4 43.8 44.1 68.7

54.6 52.8 51.7 48.3 43.3 39.6 48.9 57.0 47.1
51.9 44.6 54.8 49.4 55.4 55.6 46.4 46.4 86.8

地価（2010年） 49.2 45.8 43.2 49.8 52.8 58.8 46.3 51.0 87.2
地価（2020年） 47.5 44.4 54.2 51.2 52.6 57.9 44.8 49.4 101.7
地価増減値（2010年→2020年） 46.5 47.4 72.7 52.9 49.4 47.7 47.2 46.7 77.6
地価増減率（2010年→2020年） 46.5 47.0 77.3 51.2 50.5 48.5 46.6 46.5 56.9

41.6 46.9 49.8 49.6 52.0 53.9 53.2 53.1 54.7
47.8 39.7 49.3 51.0 54.6 55.4 53.6 53.4 53.3
49.6 36.4 51.4 53.3 50.7 53.3 56.0 56.0 56.0

後背圏⼈⼝（2010年） 47.3 41.7 55.8 46.9 56.6 59.9 48.2 49.9 72.5
後背圏⼈⼝（2020年） 47.3 41.7 56.1 47.0 56.0 60.2 48.0 50.2 71.3
後背圏⼈⼝増減数（2010年→2020年） 51.6 49.6 55.1 53.7 36.8 55.7 45.1 55.5 23.6
後背圏⼈⼝増減率（2010年→2020年） 52.6 40.0 56.4 54.1 46.6 57.1 45.3 55.8 49.1

（注1）上位15%を太字，下位15%を斜字・下線で⽰した．
（注2）「最近接拠点間距離 [m]」と「⾼次拠点までの距離 [m]」は，偏差値の正負を⼊れ替えて算出した．

他
拠
点

最近接拠点間距離 [m]
⾼次拠点までの距離 [m]
⾼次拠点アクセス性ダミー

後
背
圏

⼈
⼝

 
拠点類型

拠
点
内

⼈
⼝

公
共
交
通
市町村役場
拠点内従業者数（2016年）

地
価

⻘：低 ⾚：⾼

 

表-6 拠点類型別の説明変数の平均偏差値 
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にあたる人口密度を満たしている拠点の割合が60%を超

えない結果となった．さらに，先ほど挙げた 3 類型以外

の低次拠点の類型は，どの施設でみても，立地割合が50%

を下回っていることが読み取れる．特に，「B．郊外拠点」，

「G．小規模拠点」ではどの施設も立地割合が 15%未満，

「A．バス充実孤立型拠点」，「H．拠点近接型行政拠点」

ではどの施設も立地割合が 40%未満となっており，将来

的な自拠点の人口密度の低下によって，施設の撤退が相

次ぐ類型だと危惧される． 

 

(2) 拠点間連携による高次都市機能の補完性 

5.(1)で，対象施設の立地割合がいずれも 40%未満であ

ることがわかった「A．バス充実孤立型拠点」，「B．郊外

拠点」，「G．小規模拠点」，「H．拠点近接型行政拠点」の

4 類型について，他拠点との連携によって立地割合がど

のように高まるのかについて検討する．自拠点から最も

近い拠点（以下，最近接拠点），2 番目に近い拠点（以下，

第 2 近接拠点），…，第 5 近接拠点へと拠点を連携してい

くとき，少なくとも 1 つの施設が立地している割合の増

加の程度を表-9 に示す．これによると，「A．バス充実孤

立型拠点」は，平均にして自拠点から約 11km 離れてい

る第 2 近接拠点にて，百貨店を除く高次都市機能施設の

立地割合が 50%に達し，第 4 近接拠点で，地域包括支援

センター，子育て支援拠点，銀行の立地割合が 100%に達

することが読み取れる．最近接拠点までの平均距離が約

9kmと，他の類型よりも連携先拠点までの距離が遠いが，

人口減少下でも，周辺の拠点で高次都市機能を有してい

る可能性が高いことがうかがえる．次に「B．郊外拠点」

をみると，2040 年時点における自拠点内にある施設の立

地割合はどの施設も 5%未満となっており，このような

拠点では，高次都市機能へのアクセスの確保が特に重要

である．しかし，平均にして約 15km 先の第 5 近接拠点

に到達してもなお，商業機能の百貨店およびショッピン

グセンター，医療機能の病院の立地割合は 50%にも満た

 

表-7 拠点類型別の対象施設の立地割合（2020 年現在） 

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点

百貨店
ショッピン
グセンター

銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

A. バス充実孤⽴型拠点 25 58.3% 52.0% 4.0% 28.0% 92.0% 84.0% 52.0% 44.0% 60.0%
B. 郊外拠点 43 39.0% 51.2% 0.0% 11.6% 72.1% 65.1% 44.2% 30.2% 55.8%
C. 近年成⻑型拠点 15 25.0% 73.3% 0.0% 33.3% 86.7% 73.3% 53.3% 26.7% 60.0%
D. 居住促進型拠点 25 40.0% 44.0% 0.0% 48.0% 84.0% 56.0% 52.0% 28.0% 56.0%
E. ⼈⼝減少顕著型拠点 26 47.4% 50.0% 0.0% 46.2% 76.9% 50.0% 65.4% 15.4% 38.5%
F. ⾼次拠点近接拠点 25 36.8% 40.0% 0.0% 44.0% 76.0% 48.0% 40.0% 32.0% 32.0%
G. ⼩規模拠点 27 58.3% 48.1% 0.0% 22.2% 66.7% 40.7% 44.4% 14.8% 44.4%
H. 拠点近接型⾏政拠点 36 38.7% 44.4% 0.0% 11.1% 63.9% 47.2% 36.1% 30.6% 47.2%
I. ⼈⼝・鉄道集中拠点 2 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 50.0%

低次拠点全体 224 43.9% 49.6% 0.9% 28.6% 75.9% 57.6% 47.8% 28.1% 49.1%
（注1）地域包括⽀援センターの⽴地割合は，甲府都市圏および播磨都市圏を除外して算出
（注2）割合が50.0%を超える項⽬を太字で⽰した．

拠点類型 類型数
商業機能 ⾦融機能 ⽂化機能

 

表-8 拠点類型別の対象施設の立地割合（2040 年推計） 

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点

百貨店
ショッピン
グセンター

銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

A. バス充実孤⽴型拠点 25 32.0% 36.0% 4.0% 8.0% 32.0% 12.0% 8.0% 12.0% 12.0%
B. 郊外拠点 43 2.3% 4.7% 0.0% 0.0% 2.3% 2.3% 0.0% 2.3% 2.3%
C. 近年成⻑型拠点 15 46.7% 46.7% 33.3% 40.0% 46.7% 46.7% 40.0% 46.7% 46.7%
D. 居住促進型拠点 25 44.0% 48.0% 12.0% 12.0% 44.0% 36.0% 12.0% 28.0% 36.0%
E. ⼈⼝減少顕著型拠点 26 73.1% 73.1% 42.3% 57.7% 73.1% 65.4% 53.8% 65.4% 65.4%
F. ⾼次拠点近接拠点 25 60.0% 60.0% 44.0% 44.0% 60.0% 60.0% 44.0% 56.0% 60.0%
G. ⼩規模拠点 27 11.1% 11.1% 0.0% 3.7% 11.1% 11.1% 3.7% 7.4% 11.1%
H. 拠点近接型⾏政拠点 36 33.3% 33.3% 16.7% 19.4% 33.3% 30.6% 19.4% 30.6% 30.6%
I. ⼈⼝・鉄道集中拠点 2 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

低次拠点全体 224 34.8% 36.2% 17.4% 21.0% 34.8% 30.4% 20.5% 28.6% 30.4%
（注）割合が50.0%を超える項⽬を太字で⽰した．

類型 類型数
商業機能 ⾦融機能 ⽂化機能
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ず，高次都市機能のアクセスが厳しいことが示唆される．

重点的に拠点間連携を進めていくことや，場合によって

は，拠点としての拠点計画の見直しなどが考えられる．

「G．小規模拠点」や「H．拠点近接型行政拠点」では，

自拠点から平均にして約 7km 離れている第 3 近接拠点

に到達すると，対象のすべての施設で，立地割合が 50%

を上回っていることがわかる．また，「A．バス充実孤立

型拠点」や「B．郊外拠点」と比べて，高次都市機能施設

を有する拠点までの距離が短い傾向にある．よって，自

拠点内での高次都市機能施設の立地割合が小さい場合で

も，拠点間連携によって高次都市機能に比較的容易にア

クセスが可能な類型と考えられる． 

 

 

6．まとめ 

 

本研究は，拠点内に特定の施設が立地していない場合

であっても，他の拠点と連携することで，高次の都市機

能を補うことができる可能性を示すことを目的に，人口

減少中の地方中核市とその周辺市町村を含む都市圏を対

象として，拠点類型ごとの施設の立地割合と，他拠点と

の連携によって対象の施設の立地割合が増加する傾向を

明らかにした．  

まず，拠点内，他拠点，後背圏の 3 つの観点から設定

した説明変数によって，対象の都市圏内に存在する 224

拠点の低次拠点を，9 つの類型に分類することができた．

同じ低次拠点であっても，類型によって，後背圏人口が

減少し，拠点内人口が増加傾向にある人口集積の進む拠

表-9 各拠点から連携先拠点の増加に伴う立地割合の変化（2040 年推計） 

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点 百貨店 ショッピン

グセンター 銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

⾃拠点 - - 32.0% 36.0% 4.0% 8.0% 32.0% 12.0% 8.0% 12.0% 12.0%
最近接拠点 25 9,221 52.0% 60.0% 24.0% 36.0% 52.0% 44.0% 36.0% 44.0% 44.0%

第２近接拠点 25 11,261 80.0% 88.0% 36.0% 52.0% 80.0% 68.0% 52.0% 68.0% 68.0%
第３近接拠点 25 14,067 96.0% 96.0% 48.0% 60.0% 96.0% 88.0% 60.0% 84.0% 88.0%
第４近接拠点 25 16,658 100.0% 100.0% 52.0% 64.0% 100.0% 92.0% 64.0% 88.0% 92.0%
第５近接拠点 25 19,791 100.0% 100.0% 56.0% 68.0% 100.0% 96.0% 68.0% 96.0% 96.0%

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点 百貨店 ショッピン

グセンター 銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

⾃拠点 - - 2.3% 4.7% 0.0% 0.0% 2.3% 2.3% 0.0% 2.3% 2.3%
最近接拠点 43 6,489 11.6% 16.3% 7.0% 7.0% 11.6% 9.3% 7.0% 9.3% 9.3%

第２近接拠点 43 9,523 34.9% 37.2% 20.9% 20.9% 34.9% 30.2% 20.9% 25.6% 30.2%
第３近接拠点 43 12,417 55.8% 58.1% 27.9% 30.2% 55.8% 46.5% 30.2% 39.5% 46.5%
第４近接拠点 42 13,918 61.9% 61.9% 33.3% 38.1% 61.9% 54.8% 38.1% 50.0% 54.8%
第５近接拠点 42 15,575 71.4% 71.4% 38.1% 47.6% 71.4% 64.3% 47.6% 59.5% 64.3%

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点 百貨店 ショッピン

グセンター 銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

⾃拠点 - - 11.1% 11.1% 0.0% 3.7% 11.1% 11.1% 3.7% 7.4% 11.1%
最近接拠点 27 3,820 33.3% 37.0% 14.8% 25.9% 33.3% 33.3% 25.9% 29.6% 33.3%

第２近接拠点 27 5,695 59.3% 63.0% 33.3% 40.7% 59.3% 51.9% 40.7% 51.9% 51.9%
第３近接拠点 27 7,399 74.1% 74.1% 51.9% 63.0% 74.1% 70.4% 63.0% 70.4% 70.4%
第４近接拠点 27 9,109 88.9% 88.9% 59.3% 74.1% 88.9% 85.2% 74.1% 81.5% 85.2%
第５近接拠点 25 9,304 91.6% 91.6% 66.4% 83.0% 91.6% 87.4% 83.0% 87.3% 87.4%

福祉機能 ⼦育て機能 医療機能
地域包括⽀
援センター

⼦育て
⽀援拠点 百貨店 ショッピン

グセンター 銀⾏ 信⽤⾦庫 病院 ⽂化ホール 図書館

⾃拠点 - - 33.3% 33.3% 16.7% 19.4% 33.3% 30.6% 19.4% 30.6% 30.6%
最近接拠点 36 3,855 50.0% 50.0% 36.1% 41.7% 50.0% 47.2% 41.7% 47.2% 47.2%

第２近接拠点 36 5,507 66.7% 66.7% 47.2% 50.0% 66.7% 58.3% 50.0% 58.3% 58.3%
第３近接拠点 36 7,668 80.6% 80.6% 63.9% 63.9% 80.6% 72.2% 63.9% 72.2% 72.2%
第４近接拠点 36 9,210 86.1% 86.1% 69.4% 69.4% 86.1% 77.8% 69.4% 77.8% 77.8%
第５近接拠点 36 10,475 88.9% 88.9% 75.0% 77.8% 88.9% 86.1% 77.8% 86.1% 86.1%

（注）割合が50.0%を超える項⽬を太字で⽰した．

拠点数 拠点間距離
平均[m]

商業機能 ⾦融機能 ⽂化機能

拠点数 拠点間距離
平均[m]

商業機能 ⾦融機能 ⽂化機能

拠点数 拠点間距離
平均[m]

商業機能

⽂化機能商業機能拠点間距離
平均[m]拠点数

⾦融機能 ⽂化機能

A. バス充実孤⽴型拠点

B. 郊外拠点

G. 低規模拠点

H. 拠点近接型⾏政拠点

⾦融機能
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点や，拠点内と後背圏の両方で人口減少傾向にある拠点

など，拠点の維持が容易な拠点と困難な拠点の傾向を把

握した． 

続いて，得られた類型ごとに，拠点内に立地している

施設の傾向について立地割合を用いて示した．2020 年現

在と 2040 年推計の人口密度から考えられる施設の立地

状況を比較すると，そもそも施設が立地されやすくなる

人口密度を満たす拠点と満たさない拠点で大きく二分さ

れ，密度を満たす拠点では複数の高次都市機能施設が立

地する可能性がある一方で，それを満たさない拠点では

全体的に施設の立地がされにくい傾向があることがわか

り，類型によってその明暗が浮き彫りになった．このう

ち，特に人口密度を満たさず，対象施設の立地割合が低

い 4 類型の拠点に着目し，自拠点内の立地が難しい高次

都市機能について，拠点連携によってどこまで補完され

得るのかを検討した．その結果，比較的近い距離にある

拠点で高次都市機能を補完できる可能性の高い類型や，

自拠点から離れた拠点であっても立地割合の増加が芳し

くない類型など，拠点類型によって高次都市機能へのア

クセスの容易さが異なることが分かった． 

以上のことから，単体だけでは施設確保が難しい拠点

がある一方で，現状では単体でも施設確保が可能な拠点

の存在が既存研究 16)と同様，本研究でも確認できた．ま

た将来における施設の立地割合を求めたことで，現状よ

りも単体での施設確保が困難な拠点が増えるが，実際に

拠点間連携による施設補完を行うことで，施設の確保が

可能な拠点が存在するなど，拠点間連携の重要性をデー

タとして示すことができた．一方で拠点間連携をしても

施設確保が困難な拠点も確認され，そのような拠点では

施設集約や連携先の拠点の強化などの対策，もしくは拠

点階層や拠点設定そのものを見直すことが考えられる．  

本研究では，拠点間連携を簡便な拠点間距離を用いて

検討したため，実際の移動と乖離が生じている可能性が

考えられる．そのため拠点間の最短経路や，実際に移動

が発生しているかどうかなどの拠点間連携の現実性を反

映することが望ましい．また，拠点内のみの分析にとど

まっているため，公共交通のネットワーク整備状況など，

拠点から容易に移動して利用できる施設があるかどうか

の評価も併せて行う必要がある．現実的な施設集約を行

っていくにあたり， これらの事項が今後の課題として挙

げられる． 
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